
   一関地区広域行政組合介護保険事業者における事故発生時の報告事務取扱要綱 
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                    改正 令和７年２月４日 事務局長決裁 

 （趣旨） 

第１ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令

第37号）、一関地区広域行政組合指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準

等を定める条例（平成30年一関地区広域行政組合条例第１号）、指定介護老人福祉施設の

人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第39号）、介護老人保健施設の人員、

施設及び設備並びに運営に関する基準（平成11年厚生省令第40号）、介護医療院の人員、

施設及び設備並びに運営に関する基準（平成30年厚生労働省令第５号）、一関地区広域行

政組合指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条

例（平成25年一関地区広域行政組合条例第２号）、指定介護予防サービス等の事業の人員、

設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号）、一関地区広域行政組合指定地域密着型

介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条例（平成25年

一関地区広域行政組合条例第３号）、一関地区広域行政組合指定介護予防支援等の事業の

人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準等を定める条例（平成27年一関地区広域行政組合条例第１号）、一関地区広域

行政組合介護予防・日常生活支援総合事業第１号事業訪問介護相当サービス、通所介護

相当サービス及び介護予防ケアマネジメントＡの人員、設備及び運営に関する基準要綱

（平成29年一関地区広域行政組合告示第10号）、一関地区広域行政組合介護予防・日常生

活支援総合事業に係る訪問型サービスＡの人員、設備及び運営に関する基準を定める要

綱（平成29年一関地区広域行政組合告示第12号）、一関地区広域行政組合介護予防・日常

生活支援総合事業に係る通所型サービスＡの人員、設備及び運営に関する基準を定める

要綱（平成29年一関地区広域行政組合告示第13号）（以下これらを「運営基準」という。）

に基づき、介護保険指定事業者（以下「事業者」という。）が、介護サービスを提供中に

事故が発生した場合の事務手続きについて定めるものとする。 

 （事故の範囲） 

第２ 事業者が報告すべき事故の範囲は、原則として以下のとおりとする。 

 ⑴ 介護サービスの提供に係る利用者又は従業者の死亡事故又はケガ等 

  ア 自然死以外の死亡で、介護サービスの提供に係る利用者又は従業者の事故による

死亡、自殺又は変死 



  イ 介護サービスの提供に重大な影響を及ぼす食中毒、感染症又は医療事故 

  ウ 介護サービスの提供に係る利用者の転倒や転落によるケガ 

  エ 介護サービスの提供に係る利用者の誤嚥、窒息、異食、誤薬、与薬漏れ又は医療

処置関連事故 

  オ 介護サービスの提供に係る利用者又は従業者による暴力又は犯罪行為 

  カ 施設入所者、施設利用者の無断外出で警察へ通報した場合又は捜索した場合 

  キ 施設等における小火を含む火災、避難を要する災害又は物的・人的被害が生じた

災害 

  ク 介護サービスの提供に係る利用者の交通事故 

  ケ 施設等の管理瑕疵による事故又は不祥事案 

  コ 上記に準ずると認められる利用者又は従業者に係る事故又は事件 

 ⑵ その他事業者が報告を必要と判断する事故 

 （報告対象者） 

第３ 事故報告の対象者は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 ⑴ 事業所又は施設所在地が組合管内の場合は、すべての介護サービス利用者について

報告対象とする。 

 ⑵ 事業所又は施設所在地が組合管外の場合は、介護サービス利用者が組合管内に住所

を有する者（住所地特例者を含む。）の場合とする。 

 （報告） 

第４ 事業者は、第２に定める事故が発生した時は、速やかに当該利用者の家族、当該利

用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡するとともに、一関地区広域行政組合管理者（以

下「管理者」という。）に事故報告書により次の各号に掲げる報告を行うものとする。た

だし、事故報告書にある報告事項が明記されている書式であれば、事業者が使用してい

る様式によることができる。 

 ⑴ 事故発生後、事故報告書により遅くとも５日以内に事故報告（第１報）を行うもの

とする。 

 ⑵ 事故処理が長期化する場合は、適宜、事故報告書により途中経過を報告するものと

する。 

 ⑶ 事故処理が済み、事態が終結した場合は、事故報告書（最終報告）により報告する

ものとする。 

２ 前項の報告については、原則、電子メール等の電磁的方法により行うものとする。 

 （対応） 

第５ 管理者は、第４に掲げる報告を受けた場合は、事故の概要を岩手県及び構成市町に



報告し、事故に係る状況を把握するとともに、必要に応じて、構成市町や岩手県及び岩

手県国民健康保険団体連合会と連携を図り対応を行う。 

 （事故対策） 

第６ 管理者は、運営基準に基づき、事故防止に適切に対処するため、事業者に対し次の

各号に掲げる措置を求めなければならない。 

 ⑴ 事故発生時に適切に対応を行うための事故対応マニュアルの整備及び職員（従業員）

への周知 

 ⑵ 発生した事故に対する原因の解明及び再発防止対策 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、事故の発生を防止するための措置 

 （その他） 

第７ この要綱に定めるもののほか、必要な事項については別に定める。 
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○死亡事故その他重大な人身事故

○食中毒、感染症の発生

○職員の法令違反、不祥事の発生

○その他上記に準ずる事故又は事業者が報告を必要と判断する事故

○事故報告書（第１報、第＿報、最終報告）

○報告事項が明記されていれば、任意の様式により報告してかまわない。
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